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調査の概要 
 

１ 調査の目的 

 

  人権に関する住民の意識を把握することにより、人権尊重の視点に立った施策

 を総合的かつ効率的に推進するための基礎資料とし、もって「住民一人ひとりの

 人権が尊重される社会」が実現することを目的とする。 

 

 

２ 調査の方法 

 

調 査 対 象 者 北足立地区在住の２０歳以上の男女 

対 象 人 数 ６，９００人 

抽 出 方 法 
平成２６年１２月１日現在の住民基本台帳に基づく層化２

段階無作為抽出 

調 査 方 法 郵送による配布、回収、無記名回答 

調 査 期 間 平成２７年１月９日（金）から１月２３日（金）まで 

調 査 内 容 ・人権全般に対する意識・認知 

・女性に関する人権について 

・子どもに関する人権について 

・高齢者に関する人権について 

・障がい者に関する人権について 

・同和問題について 

・外国人に関する人権について 

・インターネットによる人権侵害について 

・人権問題への取組について 

・自由記述 

 

３ 回収結果 

 

   発 送 数  ６，９００件 

   回 収 数  ２，７４７件 

   回 収 率    ３９.８％ 
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４ 市町別抽出数 

 

さいたま市 １，２００ 朝 霞 市 ６００ 

川 口 市 ６００ 志 木 市 ３００ 

鴻 巣 市 ３００ 和 光 市 ３００ 

上 尾 市 ６００ 新 座 市 ６００ 

草 加 市 ６００ 桶 川 市 ３００ 

蕨 市 ３００ 北 本 市 ３００ 

戸 田 市 ６００ 伊 奈 町 ３００ 

  合 計 ６，９００ 

 

 

 

５ 報告書の見方 

  

  ・設問中、各選択肢の回答実数は、全体の表のみに記載し、他は百分率での表

   記とする。 

  ・百分率で示した結果は、小数点第２位を四捨五入したため、回答比率の合計

   が１００％にならない場合がある。 

  ・複数回答できる設問では、回答者数を分母として比率（％）を計算している

   ため、回答比率の合計が１００％を超える。 

 

 

 


